
1

2002年2月4日 小泉総理 施政方針演説

我が国は、既に、特許権など世界有数の知的

財産を有しています。研究活動や創造活動の成

果を、知的財産として、戦略的に保護・活用し、

我が国産業の国際競争力を強化することを国家

の目標とします。このため、知的財産戦略会議

を立ち上げ、必要な政策を強力に推進します。

知的財産戦略
これまでの取組

小泉総理小泉総理の演説で知的財産立国が始動の演説で知的財産立国が始動

資料６－１
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知的財産基本法

①知的財産高等裁判所の発足

②４３大学で知的財産本部を設置

③ニセモノ対策の強化

④特許審査迅速化の取組

⑤医療分野における特許保護の拡大

⑥コンテンツ振興

⑦２１本の知的財産関連法が成立

主な成果

2002 2003 2004

小泉総理演説
（施政方針演説）

知的財産戦略本部
（全閣僚＋有識者）

知的財産推進計画
２００３

（2003年7月８日）

知的財産推進計画
２００４

（2004年5月27日）

2005

知的財産推進計画
２００５

（2005年6月10日）

知的財産立国への歩み
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１． 創造

２． 保護

３． 活用

４． コンテンツビジネス

５． 人材の育成

知的財産推進計画の５本柱
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１ 模倣品・海賊版対策の抜本的強化

２ 世界をリードする知的財産制度の構築

３ 中小・ベンチャー企業を支援

７ 産学官連携の加速化

５ 文化創造国家づくり

６ 知的財産人材育成の総合戦略の推進

４ 官民による戦略的な国際標準化活動

「知的財産推進計画2005」のポイント
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東京地裁 大阪地裁特許庁

最高裁

知財高裁

これまでの主な成果これまでの主な成果

①知的財産高等裁判所の発足

※東京高裁の特別の支部として設置

※
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〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○金沢大学
○新潟大学ほか４機関
○信州大学

○ 岐阜大学

○名古屋工業大学
○豊橋技術科学大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○岡山大学

○九州大学・九州芸術工科大学

○熊本大学

○ 広島大学

○ 山口大学

○ 徳島大学

○ 京都大学

○ 大阪大学

○ 神戸大学・神戸商船大学

（全６機関）
○ 筑波大学

○ 群馬大学・埼玉大学

○ 東京大学

○ 東京医科歯科大学

○ 東京農工大学

○ 東京工業大学

（全１６機関）

○ 北海道大学

○ 岩手大学

○ 東北大学

中国・四国

近畿

九州

北海道・東北

関東

中部
○ 山梨大学

○ 静岡大学

○ 名古屋大学

○ 北陸先端科学技術大学院大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○九州工業大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○東京都立大学ほか３機関

出典：文部科学省

合計４３大学が知的財産本部を設置

これまでの主な成果

②43大学で知的財産本部を設置
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・水際対策の強化

・外国市場対策

・政府対応窓口の一元化

・関係省庁連絡会議の設置

これまでの主な成果これまでの主な成果

③ニセモノ対策の強化
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◆ 審査の順番待ち期間
2003年：26ヶ月 ⇒ 2013年：11ヶ月 ⇒ 最終的にゼロ

１．目１．目 標標

２．総合施策２．総合施策

◆ 任期付審査官の大量採用

◆ 従来技術調査の外注拡充

これまでの主な成果これまでの主な成果

④特許審査迅速化の取組
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これまでの主な成果

⑤医療分野における特許保護の拡大

医療機器 医 薬

遺伝子治療・再生医療

医師の行為が伴う手術方法等

医療機器の
作動方法

医薬の新しい
効能・効果を
発現させる方法
（＊）

米

欧

日

（＊）但し、当面は物の特許で対応。さらに、方法の特許による保護の可能性も追求。

特許庁の審査基準を改定（２００５年４月）
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これまでの主な成果

⑥コンテンツ振興

○コンテンツ促進法の制定
○音楽レコードの還流防止措置（著作権法改正）
○コンテンツも対象となる信託制度の改正（信託業法改正）
○ロードマップの策定（2004年度から３年の集中改革） 等

○コンテンツ関係専門職大学院設置
○ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ･ﾛｲﾔｰｽﾞ･ﾈｯﾄﾜｰｸ設立
○東京国際映画祭の抜本的強化
○映像産業振興機構の設立 等

１．国の環境整備

２．民間の成果
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法律名法律名

知的財産基本法知的財産基本法

関税定率法等の一部を改正する法律（関税定率法）関税定率法等の一部を改正する法律（関税定率法）

不正競争防止法の一部を改正する法律（不正競争防止法）不正競争防止法の一部を改正する法律（不正競争防止法）

関税定率法等の一部を改正する法律（関税定率法）関税定率法等の一部を改正する法律（関税定率法）

商標法の一部を改正する法律（商標法）商標法の一部を改正する法律（商標法）

不正競争防止法等の一部を改正する法律案（不正競争防止法、不正競争防止法等の一部を改正する法律案（不正競争防止法、

特許法、実用新案法、意匠法、商標法、著作権法、弁理士法）特許法、実用新案法、意匠法、商標法、著作権法、弁理士法）

年年

20022002

20052005

公布日公布日

20022002年年1212月月44日日
20032003年年33月月3131日日
20032003年年55月月2323日日

20052005年年33月月3131日日
20052005年年66月月1515日日
20052005年年66月月2929日日

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

２１本の知的財産関連法が成立２１本の知的財産関連法が成立２１本の知的財産関連法が成立

これまでの主な成果

⑦21本の知的財産関連法が成立


